
平成２４年度 生活環境部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
２３年度７月補正後現計予算額 増 減 率

3.9%

Ⅰ．要求のポイント

１ 恵まれた環境の未来への継承 ～ごみゼロおおいた作戦の推進～

【基本方針】

（１）豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造

（２）循環を基調とする地域社会の構築

県民・事業者・行政が一体となって地域での環境保全活動を行う「ごみゼロおおいたキャンペーン」
を展開するとともに、本県に多数存在する地質遺産を地域資源として活用し、ジオパーク認定に向け
た地域の取組を支援します。

区 分 ２４年度当初要求額 増 減 額

事業費 9,900,820 9,529,214 371,606

「ごみゼロおおいた作戦」を展開し、全ての県民が環境保全活動に参加し、美しく快適な大分
県づくりに取り組むため、ごみゼロおおいたキャンペーンを実施します。
本県の貴重な地質遺産を活用し、ユネスコが支援するジオパークの取組を通じて、地域振興・

観光振興等に寄与します。
本年３月に策定した「生物多様性おおいた県戦略」を推進するため、生物多様性の重要性の浸

透を図ります。

第３次大分県廃棄物処理計画に基づき、計画期間内の排出・処理の動向を調査し、地域別の
整備方針を策定します。
また、県外からの不適正な廃棄物の搬入を防止するため、引き続き、監視体制を強化します。
大気環境測定車を更新し、県民の環境を守っていきます。

２ 危機管理の強化

【基本方針】

（１）災害に強い県土づくりの推進

３ 安全・安心な暮らしの確立

【基本方針】

（１）食の安全・安心の確保

４ 教育の再生、未来を拓く人づくりと青少年の健全育成

【基本方針】

（１）県民総ぐるみによる教育の推進

県内全ての自主防災組織に配置する防災士を養成するとともに、地域防災の要となる消防組織と
自主防災組織が連携したスキルアップ研修等を行います。

２３年度に引き続き、県内の減災・防災対策を早急に実施するため、市町村が行う津波等被害防
止対策を支援します。
また、災害時における地域防災の要である自主防災組織ごとに防災士を育成し、自主防災組織

の活性化を図るとともに、同じく災害時の救助等の要となる消防団活動の支援を行います。

私立学校を運営する学校法人等に対し、教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、経営の健全
性確保を図るため、運営費の助成を行います。

私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、経営の健全性確保のため、私立学校を
設置する法人に対し運営費を助成します。

震災による原子力発電所の事故以来、県民の食の安全・安心に対する関心が高い中、難解な専門
用語をわかりやすく情報提供します。また、放射線の専門家の育成に努めます。

放射能汚染による食品の安全・安心についての不安が広がる中、放射線専門家を育成するとと
もに、わかりにくい専門用語を県民にわかりやすく解説するマニュアルを作成します。
また２５年度に開催される予定の全国高校総体において、食中毒を未然に防止するため、宿泊

施設や飲食店等に対し、衛生対策を強化します。

設置する法人に対し運営費を助成します。
また私立学校に通学する児童生徒等を地震などの被害から守るため、耐震補強工事の補助率

をかさ上げし、学校施設の耐震化を促進します。



Ⅱ．事業体系（県政推進指針）

【安心・活力・発展の大分県づくりの推進】

１ 互いに助け合い、支え合う安心・安全の大分県づくり

（１）子育ての喜びを実感できる社会づくりの推進～子育て満足度日本一の実現～

①次代を担う子どもを社会全体で支える環境の整備

（５）恵まれた環境の未来への継承～ごみゼロおおいた作戦の推進～

①豊かな自然との共生と快適な地域環境の創造

②循環を基調とする地域社会の構築

③地球環境問題への取り組みの推進

（６）安全・安心な暮らしの確立

③食の安全・安心の確保

94,640

新

廃棄物不法投棄防止対策事業

新

低炭素・グリーン社会構築事業

食の安全緊急対策事業

産業廃棄物処理実態調査事業

新 おおいたジオパーク推進事業

ＤＶのない社会づくり推進事業

女性のチャレンジ支援事業

11,000

食の安心情報普及支援事業

56,165

14,738

6,262

8,424

県外産業廃棄物対策事業 69,788

新

産業廃棄物処理施設等監視指導事業 39,036

12,170

6,446

ごみゼロおおいた作戦推進事業 11,340

地域環境保全協働推進事業 17,941

42,420

おおいた生物多様性保全事業

④消費生活の安心や生活衛生の向上

（７）地域の底力の向上～助け合い、支え合いによる豊かな地域生活の実現～

②小規模集落の維持・活性化

（８）危機管理の強化

①災害に強い県土づくりの推進

３ 人を育て、社会資本を整え、発展する大分県づくり

（１）教育の再生、未来を拓く人づくりと青少年の健全育成

③県民総ぐるみによる教育の推進

④青少年の健全育成

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

78,283私立学校施設耐震化促進事業（再掲）

私学振興費

新 24,600

83,383

78,283

23,478

大分県災害被災者住宅再建支援事業

300,000

100,000

33,250

消防力強化推進事業

地域給水施設整備支援事業

消費生活安全・安心推進事業

新 自主防災組織充実活性化支援事業

津波等被害防止対策事業

私立学校防災教育支援事業

私立学校施設耐震化促進事業

14,738

防災情報伝達体制整備事業

青少年自立支援センター運営事業 21,688

新 青少年を育む地域活動支援事業

825,612

私立学校図書等整備事業 19,546

4,769,561

6,230

3,419

私立高等学校等就学支援事業 1,222,513

平成２４年度 生活環境部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

ｅ－ｍａｉｌ：a13000@pref.oita.lg.jp（生活環境部生活環境企画課）



（部局名：生活環境部） （単位：千円）

12,170
(9,502)

11,340
(10,502)

42,420
(0)

11,000
(8,140)

ＤＶのない社会づくり推
進事業

男女の人権が尊重され、暴力のない、誰もが安心して安全に暮ら
すことのできる社会をつくるため、「大分県ＤＶ対策基本計画」に
基づき各種事業を実施する。

平成２４年度 当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事 業 名

平成２４年度
当初要求額

２３年度７月補正
後現計予算額

事 業 概 要 所管課

生物多様性の重要性に対する理解を深めるとともに、外来生物対
策や絶滅危惧種に対して保全措置を講じる。

生活環境企画
課

おおいたジオパーク推進
事業

本県に多数存在している学術的価値の高い地形・地質(地質遺産)
を地域資源として活用するため、ジオツアーの実施やジオガイドの
養成、フォーラムの開催など、ユネスコが支援するジオパークの認
定に向けた地域の取組を推進する。

生活環境企画
課

県民生活・男
女共同参画課

ごみゼロおおいた作戦推
進事業

県民・事業者・行政が連携する「ごみゼロおおいた作戦」を推進
するため、地域での自発的な環境保全活動の支援を行うとともに、
「１２０万人県民一斉ごみゼロ大行動」や「節電キャンペーン」等
のごみゼロおおいたキャンペーンを展開する。

地球環境対策
課

おおいた生物多様性保全
事業

1

2

3

4

特

6,262
(0)

69,788
(62,480)

56,165
(31,378)

8,424
(0)

83,383
(104,773)

33,250
(37,964)

10

産業廃棄物処理実態調査
事業

産業廃棄物税の導入効果を検証するため、排出事業者等への産業
廃棄物の排出及び処理状況調査を実施するとともに、その調査結果
を活用し、昨年度策定した廃棄物処理計画の進行管理を行う。

廃棄物対策課

廃棄物不法投棄防止対策
事業

産業廃棄物の不法投棄・不適正処理を防止するため、監視カメラ
等による不法投棄の防止対策、不法投棄廃棄物の撤去を行う。

不法投棄防止対策等を行う市町村に対し助成する。
廃棄物対策課

県外産業廃棄物対策事業

県外産業廃棄物の適正処理推進のため、県外専門の産業廃棄物監
視員による立入調査や各処分場における水質検査を実施し、県外か
ら持ち込まれる産業廃棄物への監視・指導の強化を図る。

廃棄物対策課

小規模集落の安全な飲用水確保のための調査・検討を踏まえ、給
水施設の整備を支援するとともに、ＮＰＯ法人と協働し、給水施設
の適切な維持管理についての指導等を実施する。

環境保全課

食品の放射性セシウム汚染等、食についての不安が拡がるなか、
食の安全・安心マニュアルの作成や対話型講習会など、食の安全・
安心に係る情報を県民が理解しやすい形で提供する。 食品安全・衛

生課

地域給水施設整備支援事
業

消費者の安全・安心を確保するため、市町村の消費生活相談窓口
の整備を進めるとともに、県の広域的・専門的相談機能も強化し消
費生活相談体制の充実を図る。 県民生活・男

女共同参画課

食の安心情報普及支援事
業

消費生活安全・安心推進
事業

9

5

6

7

8

新

特



（部局名：生活環境部） （単位：千円）

平成２４年度 当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事 業 名

平成２４年度
当初要求額

２３年度７月補正
後現計予算額

事 業 概 要 所管課

300,000
(300,000)

23,478
(0)

78,283
(76,450)

4,769,561
(4,764,561)

11

12

13

14

津波等被害防止対策事業

私立学校施設耐震化促進
事業

子どもたちの安全を確保し、教育環境の向上を図るため、学校法
人が実施する幼稚園、小・中・高等学校の校舎等の耐震化に要する
経費の一部を補助し、私立学校施設の耐震化を促進する。 私学振興・青

少年課

防災危機管理
課

自主防災組織充実活性化
支援事業

自主防災組織の活性化を図るため、防災士の養成やスキルアップ
を図るとともに、シンポジウムの開催や連絡協議会の設置などによ
り、防災士と防災会長（区長）との間及び防災士相互間の連携を促
進させる。

私学振興事業

私立学校の教育条件の維持向上、保護者負担の軽減、学校経営基
盤の健全性確保のため、学校法人等に対し経常的経費の一部を補助
する。 私学振興・青

少年課

地震に伴う津波被害等を軽減するため、避難地や避難標識等の整
備などを行う市町村に対し助成する。

防災危機管理
課

特

24,600
(0)

1,222,513
(1,195,268)

※ 新 は「新規事業」、 特 は「おおいた元気枠事業」

16

15

東日本大震災を教訓として、子どもたちの生命身体の安全確保を
図るため、日常の防災教育の充実に取り組む私立学校を支援する。

私学振興・青
少年課

私立高等学校等就学支援
事業

教育費負担を軽減するため、私立高校生等のいる世帯に対し、公
立高校授業料相当額を助成する。

・助 成 額 年額118,800円以内
（低所得世帯 年額178,200円～237,600円）

私学振興・青
少年課

私立学校防災教育支援事
業

特



（部局名：生活環境部） （単位：千円）

7

8

9

10

1

2

3

4

5

6

私学振興・青
少年課

緊急雇用私立高校生就職
支援事業

・平成２１～２３年度の３か年事業として実施
・事業目的に一定の成果が得られたため廃止

29,204

廃棄物対策課
廃止最終処分場実態調査
事業

・平成２１～２３年度の３か年事業として実施
・廃止された最終処分場の指定区域台帳整備が完了したため廃止

2,500

エコなまちづくり活動支
援事業

・平成２３年度の単年度事業として実施
・事業内容を見直し、市町村の公共施設等へ再生可能エネルギー
を導入支援するため、「再生可能エネルギー普及促進事業」とし
て要求

30,000

地球環境対策
課

緊急雇用省エネ診断活用
促進事業

・平成２２～２３年度の２か年事業として実施
・低炭素・グリーン社会構築事業に統合

38,056

平成２４年度 当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事 業 名 廃 止 理 由
２３年度

７月補正後現計
予算額

生活環境企画
課

緊急雇用地質遺産情報発
信事業費

・平成２３年度の単年度事業として実施
・事業目的に一定の成果が得られたため廃止

3,727

生活環境企画
課

ジオパーク構想推進事業

・平成２３年度の単年度事業として実施
・当該事業を基に「おおいたジオパーク推進事業」として要求

20,190

防災危機管理
課

地域防災活動活性化事業

・平成２３年度の単年度事業として実施
・事業効果等を検証し、自主防災組織の充実活性化を図る「自主
防災組織充実活性化支援事業」に統合して要求

1,817

・平成２３年度の単年度事業として実施
・事業目的の達成見込みにより廃止

8,751

地球環境対策
課

防災危機管理
課

防災人づくり推進事業

・平成２１～２３年度の３か年事業として実施
・事業内容を見直し、自主防災組織の充実活性化を図る「自主防
災組織充実活性化支援事業」に統合して要求

1,527

環境保全課
緊急雇用水道情報整備推
進事業

・平成２１～２３年度の３か年事業として実施
・事業目的の達成見込みにより廃止

14,000

環境保全課
緊急雇用環境情報整備推
進事業




